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監理団体・登録支援機関のための

育成就労制度
準備ガイド
何が変わり、今から何を整えるべきか。

制度のポイントと施行までのスケジュール、Webサイトで準備しておき
たいことをまとめました。（ 2026年 9月時点の公表情報に基づく）

N O R T I Q  L A B S

NORTIQLAB株式会社　｜　 nortiqlab.com

S C H E D U L E

2027.4.1
育成就労制度 施行

2026.4.15 監理支援機関の許可 施行日前申請開始

2026.9.1 育成就労計画の認定 施行日前申請開始

2027.3.31 技能実習計画の認定申請の期限（経過措置）

2027.4.1 育成就労制度 施行（特定技能も改正）



I N T R O D U C T I O N

本資料について

対象

監理団体・登録支援機関のご担当者の方。受入企業への説明資料としても
お使いいただけます。

内容

育成就労制度の主な変更点と施行までのスケジュール、Webサイトで準備
しておきたいことをまとめています。

情報の時点

2026年 9月時点で、出入国在留管理庁などが公表している情報をもとに
作成しています。

C O N T E N T S

01 施行までのスケジュール

02 技能実習から何が変わる？

03 監理団体は「監理支援機関」へ

04 登録支援機関の要件の見直し

05 受入企業・外国人本人への説明ポイント

06 技能実習生の経過措置

07 Webサイトの準備チェックリスト

08 よくある誤解制度の詳細は今後も公表・更新が予定されています。最新情報は所管機関の公表資料を、個別のご判断は
専門家にご確認ください。
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0 1   S C H E D U L E

施行までのスケジュール

2024.6.21
改正法の公布

2025.9

施行日の決定・関係省令の
公布

2026.1.23
分野別運用方針の閣議決定

2026.4.15

監理支援機関の許可の施行
日前申請 受付開始

2026.9.1

育成就労計画の認定の施行
日前申請 受付開始

2027.3.31

技能実習計画の認定申請の
期限（経過措置）

2027.4.1
育成就労制度 施行

いまここ（ 2026.9 ）

監理支援機関の許可と育成就労計画の認定は、すでに施行日前の申請受付が始まっています。

出典：出入国在留管理庁「育成就労制度Q&A」「育成就労制度の制度概要・関係法令」、アイム・ジャパン お知らせ（ 2025年 10月 2日）ほか
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0 2   W H A T  C H A N G E S

技能実習から、何が変わる？

項目 技能実習制度 育成就労制度

目的 技能移転による国際貢献 人手不足分野での人材育成と人材確保

期間・区分 1号〜 3号の区分（最長 5年） 原則 3 年（区分なし。当初から 3 年の計画を作成）

対象 移行対象の職種・作業 特定技能と連動した 17 分野（育成就労産業分野）

転籍 原則不可（やむを得ない場合を除く） 一定の要件のもと、本人意向の転籍が可能

日本語 入国時の要件なし（一部職種を除く） 就労開始前に A1 相当。 3 年で A2 相当の合格を目指す

送出しの費用 ― 外国人が送出機関に払う費用の上限は月給 2 か月分

監理する機関 監理団体 監理支援機関（新たに許可が必要）

特定技能への移行 2号良好修了で試験免除 技能・日本語（ A2 相当以上）の試験合格が必要

出典：出入国在留管理庁「育成就労制度Q&A」「分野別運用方針の主要な記載事項」（ 2026年 9月確認）。表は主な違いを簡略化したものです。
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0 3   S U P E R V I S I N G  O R G A N I Z A T I O N

監理団体は「監理支援機関」へ。許可の取り直しが必要です

監理団体のままでは、育成就労の監理はで
きません

育成就労制度に関わるには、新たに監理支援機関の許可を受ける
必要があります。施行日前の申請は、 2026年 4月 15日から受
け付けています。

技能実習の監理も続けられます

監理支援機関の許可を受けていれば、施行後も技能実習の一
般監理事業の許可を受けたものとみなされ、別途の更新は不
要です。

厳しくなった主な許可基準

1 外部監査人を設置していること

2 債務超過がないこと

3 監理支援を行う受入れ機関が、原則 2者以上であること

4 実務に従事する常勤の役職員が 2人以上で、受入れ機関数の 8分の 1・
外国人数の 40分の 1をいずれも上回ること

外部監査人の主な要件

養成講習の受講／弁護士・社会保険労務士・行政書士など育成就労の知見を有する者／
受入れ機関と密接な関係がないこと など

出典：出入国在留管理庁「育成就労制度Q&A」 Q3・ Q33・ Q34・ Q36・ Q39（ 2026年 9月確認）
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0 4   R E G I S T E R E D  S U P P O R T  O R G A N I Z A T I O N

登録支援機関は、支援体制の要件が厳しくなります

事務所ごとに常勤の担当者

支援責任者・支援担当者を、事務所ごとに常勤の役職員から 1
名以上選任（兼務可）

支援できる人を限定

支援業務に従事できるのは、支援責任者・支援担当者に限られ
ます

支援責任者の講習

入管法や労働関係法令などの養成講習の受講が義務化されます

担当者数の基準

支援担当者数が、委託元の機関数÷10、支援する外国人数
÷50をいずれも上回ること

登録の更新時に注意
施行日（ 2027年 4月 1日）以降の更新では、新しい要件を満たす必要があります。 2027年 7月 31日までに登録期間が満了する場合は、施行日前に更
新申請をすれば従来の要件で更新できます。支援責任者の講習は、当分の間は未修了でも差し支えないとされています。

出典：出入国在留管理庁「 1号特定技能外国人への支援体制に係る要件の改正について（令和 9年 4月 1日施行）」（ 2026年 9月確認）

N O R T I Q  L A B S 06 / 13



0 5   K E Y  P O I N T S

受入企業・外国人本人に説明が必要になるポイント

転籍のルール

一定の要件のもと、本人意向の転籍が可能に。転籍先は同じ業
務区分内に限られ、分野ごとに 1〜 2年の転籍制限期間があり
ます。

日本語の目標

就労開始前に A1相当（試験合格または講習 100時間）。 3年
で A2相当の合格を目指し、受入れ機関は A2講習の受講機会
を提供します。

送出しの費用の上限

外国人が送出機関に支払う費用の上限は月給の 2か月分。超え
る分は受入れ機関または監理支援機関が負担します。

特定技能への移行

移行には技能試験と日本語試験（ A2相当以上）の合格が必要
です。技能実習 2号修了時のような試験免除はありません。

このほか、受入れは原則として二国間取決め（MOC）を作成した国からとなり、家族の帯同は原則として認められません。

出典：出入国在留管理庁「育成就労制度Q&A」 Q48・ Q50・ Q56・ Q59・ Q63・ Q64・ Q70・ Q74・ Q75（ 2026年 9月確認）
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0 6   T R A N S I T I O N

いまの技能実習生は、どうなる？

施行日時点で在留中の技能実習生は、認定された計画に基づいて技能実習を続
けられます。

施行日時点の 1号技能実習生は 2号へ移行できます。 3号への移行は、施行
日時点で 2号を 1年以上行っていることが条件です。

施行後に技能実習を始められるのは、 2027年 3月 31日までに計画の認定申
請をし、原則 6月 30日までに開始する場合に限られます。

技能実習 2号を良好に修了した方は、当分の間、特定技能 1号へ移行できま
す。

2027 年の主な期限

3.31 技能実習計画の認定申請の期限

4.1 育成就労制度の施行

6.30 経過措置による技能実習の開始期限
（原則）

出典：出入国在留管理庁「育成就労制度Q&A」 Q31・ Q47・ Q78〜 Q80（ 2026年 9月確認）
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0 7   C H E C K L I S T

Web サイトで、今から整えておきたいこと

制度の説明を「育成就労・特定技能」の 2 制
度構成に見直す

全体

分野名・制度用語を公式表記に統一する（英
語表記も）

全体

監理支援機関の許可など、準備状況をお知ら
せで発信する

全体

新制度での受入れの流れと、費用の考え方を
説明する

受入企業向け

転籍のルールなど、新たに変わる点をわかり
やすく伝える

受入企業向け

育成就労から特定技能へのキャリアパスを図
で示す

外国人向け

外国人の方向けに、母国語での情報提供を検
討する

外国人向け

制度改正に合わせて更新できる体制（担当・
頻度）を決める

運用

※法令上の義務を示すものではなく、情報発信の観点から当社がおすすめする項目です。
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0 8   M I S C O N C E P T I O N S

よくある誤解

誤解 監理団体は、そのまま監理支援機関になれる

正しくは
新たに監理支援機関の許可を受ける必要があります。

誤解 A1 相当の試験に合格しないと入国できない

正しくは 合格していなくても、 A1相当の講習（ 100時間以上）
の受講で要件を満たせます。

誤解 施行日に、技能実習生はすべて育成就労に切り替わる

正しくは 施行日時点の技能実習生は、経過措置により技能実習を
続けられます。

誤解 転籍は、いつでも自由にできる

正しくは 転籍制限期間（ 1〜 2年）や技能・日本語の要件などを
満たす必要があります。

出典：出入国在留管理庁「育成就労制度Q&A」 Q33・ Q48・ Q50・ Q67・ Q78（ 2026年 9月確認）
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N O R T I Q  L A B S

制度対応サイトづくりを、 Nortiq Labs がご支援します

事例：亜細亜交流事業協同組合（ 2026年 制作進行中）

監理団体・登録支援機関向け 制度対応サイト制作

育成就労・特定技能の制度解説コンテンツ（ 20本）

19分野の名称を公式表記でチェック（和文・英文）

キャリアパス図や受入れの流れを図解

お客様の監修を経て公開し、制度改正に合わせて更新

施行前の公開には、 2026 年内のご相談がおすすめです。詳しくは「制
度対応サイト制作」のサービス資料をご覧ください。
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R E F E R E N C E S

出典・参考資料

出入国在留管理庁「育成就労制度Ｑ＆Ａ」
https://www.moj.go.jp/isa/applications/faq/ikusei_qa_00002.html

出入国在留管理庁「育成就労制度の制度概要・関係法令」
https://www.moj.go.jp/isa/03_00163.html

出入国在留管理庁「分野別運用方針の主要な記載事項」（特定産業分野・育成就労産業分野及び業務区分一覧）
https://www.moj.go.jp/isa/content/001457603.pdf

出入国在留管理庁「 1号特定技能外国人への支援体制に係る要件の改正について（令和 9 年 4 月 1 日施行）」
https://www.moj.go.jp/isa/10_00263.html

外国人技能実習機構「育成就労制度」（監理支援機関の許可・育成就労計画の認定の施行日前申請）
https://www.otit.go.jp/employment_for_skill_development/index.html

アイム・ジャパン「改正入管法及び育成就労法の関係省令等が公布されました」（ 2025 年 10 月 2 日）
https://imm.or.jp/cms/jp_news/20251002notice01/

本資料は 2026年 9月時点の公表情報をもとに、制度の概要をわかりやすく整理したものです。法的な助言ではありません。最新の情報は各所管機関の公表資料をご確認ください。
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C O N T A C T

まずは、無料相談を
ご予約ください。
制度対応サイトのご相談は無料です。今のサイトの状況を伺い、施行前
の公開に必要なページと進め方をご提案します。

無料相談を予約する　→

Web　 nortiqlab.com（お問い合わせフォーム）

Mail　 info@nortiqlab.com

営業日 24時間以内にご返信します

無料相談でできること

現在のサイトの課題整理

必要なページ構成のご提案

トップページのデザイン作成

お見積り・スケジュールのご提示

NORTIQLAB株式会社

https://nortiqlab.com/
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